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主要株主の異動に関するお知らせ 

 

2012 年１月１１日付で、当社の主要株主の異動がありましたので、下記の通りお知らせ

いたします。 

 

記                    

1．異動が生じた経緯 

 2012 年 1 月 5 日、当社の主要株主であるハイスカイ·インベストメント·ホール

ティング·カンパニー·リミテッドから、同日付で保有する当社株式（92,724 株）を、

BES インベストメント・リミテッドに譲渡する契約を締結し、市場外取引(一株あたり

3,000 円)により当社株式を売却した旨の報告を受け、本日付提出大量保有報告書にて

主要株主の異動を確認致しました。なお、当社取締役名誉会長であるワンジュンはハイ

スカイ・インベストメント・ホールディング・カンパニー・リミテッドの議決権の 100％を

保有しております。本件売却はワンジュンによる売却であり、必要な社内手続きに沿って

行っています。 

 

２．異動した株主の概要 

（１）新たに主要株主になった者 

名称 BES インベストメント・リミテッド 

チャイナ・ボーチー・エンバイロメンタル・ソリューションズ・テクノロジー（ホ

ールディング）カンパニー・リミテッド 

代表取締役会長、総裁兼 CEO チャン・リーチェン 

（コード番号：1412）     （東証 1部） 

問合せ先（中国語・英語） CFO ツァオ・シャオピン  

電話番号 0086-10-5878-2039 

問合せ先（日本語・中国語） 

 

日本事務所  

代表補佐  王 尚子 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 2－7－16 

ビュロー虎ノ門 1005 号室 

03-3595-2008 

電話番号 0034-800-1-00070(IR 専用フリーダイヤル) 



(BES Investment Ltd.) 

所在地 英領バージン諸島、トルトーラ、ロードタウン、オフショア・イ

ンコーポレーションズ・センター私書箱 957 号 

（P.O. Box 957, Offshore Incorporations Centre, Road Town,  

Tortola, British Virgin Islands） 

代表者の役職・氏名 取締役   鄭 拓 

事業内容 投資業 

 （２）主要株主でなくなった者 

名称 

 

ハイスカイ・インベストメント・ホールディング・カンパニー・リ

ミテッド 

所在地 

 

英領バージン諸島、トートラ、ロードタウン、パセア・エステイト、

私書箱 958 

代表者の役職・氏名 ディレクター   ワン·ジュン 

事業内容 持株会社 

資本金 50,000 ドル 

 

３．当該株主の所有株式数(議決権の数)及び総株主の議決権の数に対する割合 

（１）BES インベストメント・リミテッド 

 議決権の数 

（所持株式数） 

総株主等の議決権

の数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（2011 年 6月 30 日現

在） 

— 

— 

— — 

異動後 

（2012 年１月 11日） 

92,724 個 

（92,724 株） 

12.8% 2 位 

（２）ハイスカイ・インベストメント・ホールディング・カンパニー・リミテッド 

 議決権の数 

（所持株式数） 

総株主等の議決権

の数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（2011 年 6月 30 日現

在） 

92,724 個 

（92,724 株） 

12.8% 2 位 

異動後 

（2012 年１月 11日） 

— 

— 

— 

 

— 

 

（注）１．2011 年１月 11日（異動日）現在の発行済株式総数 721,976 株であります。 

２．大株主順位につきましては、2011年６月30日現在の株主名簿を勘案し、現時点で当社     

にて想定した順位を記載しております。 



３．総株主の議決権の数に対する割合は、BESインベストメント・リミテッドについては、

同社が2012年１月11日付で関東財務局長へ提出した大量保有報告書に、ハイスカイ·インベ

ストメント·ホールティング·カンパニー·リミテッドについては、2011年６月30日現在の総

株主の議決権の数に基づき記載しております。 

４．当社は、当該株主が2012年１月11日付にて関東財務局長へ提出した大量保有報告書に

基づき、主要株主の異動があったものと判断しており、当該法人の実質所有株式数及び所

有議決権数の確認ができたものではありません。 

５．割合については小数第二位を四捨五入しております。 

 

４．異動年月日 

2012年１月11日 

 

５．今後の見通し 

本件による当社の業績に与える影響はありません。 

 

以 上 

 


